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審議事項

2050年二酸化炭素排出実質ゼロ（ゼロカーボンシティ）の
実現に向けて、「さいたま市ゼロカーボンシティ推進戦略」を
策定してよろしいか。



背景（国内）

令和２年１０月 国が２０５０年カーボンニュートラルを目指す宣言

令和３年 ４月 国が２０３０年度に温室効果ガス４６％削減を表明

令和３年 ５月 地球温暖化対策推進法の一部を改正する法律が成立

令和３年１０月 エネルギー基本計画・地球温暖化対策計画が閣議決定



背景（国内）

改正地球温暖化対策推進法のポイント

・２０５０年までの脱炭素社会の実現を基本理念として法律に位置付け
・指定都市は、実行計画において再エネ利用促進等の施策に関する事項

に加え、施策の実現に関する目標を定める
・新たに、地域脱炭素化促進事業を創設し、自治体は同事業に適合する

こと等について、民間事業者の事業計画の認定を行う
↓

脱炭素と地方創生を同時に実現



推進戦略（素案）の概要 １

２０５０年二酸化炭素排出実質ゼロ（ゼロカーボンシティ）の実現

ゼロカーボンシティ推進戦略を策定
・２０５０年までの再エネ導入目標の策定
・ロードマップの明確化
・重点的・優先的に取り組む施策の方法等について整理
・計画期間 2022 2030年度

さいたま市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）
・2050年度 温室効果ガス排出実質ゼロ を明記



推進戦略（素案）の概要 ２

2050年 再生可能エネルギー等の導入量
39,019 TJ（ 2017年度比で、約11倍※）

０t-CO2

2050年

温室効果ガス
排出量実質ゼロ

地球温暖化対策実行計画の目標

持続可能な開発目標（SDGs）の視点

地域循環共生圏
（ローカルSDGs）

ゼロカーボンシティ推進戦略の目標

2030年 再生可能エネルギー等の導入量
5,558 TJ（ 2017年度比で、約1.5倍※ ）

※2017年度は一次エネルギー換算係数を使用



ロードマップ 2050年のゼロカーボンシティの実現に向けて、エネル
ギー消費量の削減と再生可能エネルギー等を最大限に
導入

推進戦略（素案）の概要 ３

省エネの徹底化

再エネ等の導入の
最大化

※ 国の削減目標（46%）と整合

CO2排出量
39,019 TJ



推進戦略（素案）の概要 ４－１
基本的施策 取組名称 主な具体的事業

対策分類

省エネ 再エネ

1.再生可能エネルギー
等の地産地消

1)再生可能エネルギー等
の導入促進

住宅用太陽光発電設備等の導入支援 ○
ZEHの導入支援 ○ ○

● PPA活用等による再エネの導入拡大 ○
さいたま再エネプロジェクトの推進
（電力リバースオークションの活用）

○

2)公共施設の脱炭素化

● エネルギーの地産地消の推進
（公共施設における廃棄物発電の活用） ○

● ゼロカーボンドライブ（再エネ×EV等）の推進 ○

廃棄物焼却施設等の⾧寿命化・省CO2化 ○
2.民間力を活用した再

生可能エネルギー等
の普及拡大

1)デジタル技術を活用し
た再生可能エネルギー等
の導入

● デジタル技術を活用したまちづくりの推進
○ ○

3.脱炭素化とレジリエ
ンス強化の両立

1)脱炭素型まちづくりの
推進（スマートシティ連
携）

データ利活用型スマートシティの構築
（スマートシティさいたまモデルの推進） ○ ○

スマートシティに向けたモビリティサービスの
充実

○ ○

2)徹底的な省エネと再生
可能エネルギー等の最大
限の導入

省エネ機器（コジェネ等）の普及促進と価値の
創出 ○

環境負荷低減計画制度の推進 ○ ○

● 新たなエネルギーの利活用スキーム



推進戦略（素案）の概要 ４－２
基本的施策 取組名称 主な具体的事業

対策分類
省エネ 再エネ

4.資源循環による
脱炭素化の推進

1)循環型システムの構
築

食品ロス削減の推進 ○

プラスチックの資源循環に向けた協働 ○

5.グリーンインフラ
の推進 1)地域の自然資源等の

活用
● ソーラーシェアリング（農地での太陽光利用）の普

及拡大
○

水と緑のエコロジカル・ネットワークの形成 ※ ※

6.都市間連携による
脱炭素化の推進 1)都市間連携の推進

● 都市間連携による分野横断的な取組の推進 ○

森林吸収源等によるカーボンオフセットの活用 ※

7.公民学共創に向け
たパートナーづくり

1)公民学共創による脱
炭素の加速化

公民ネットワークを活用した環境教育活動の推進 ※ ※

産学官連携によるSDGs教室の推進 ※ ※

2)次世代技術の導入・
活用

カーボンリサイクル技術の活用 ※

3) ESG投資の促進 ESG投資促進に向けた連携 ※ ※

●新たなエネルギーの利活用スキーム
※広義的に該当



ロードマップ（主な具体的事業）

推進戦略（素案）の概要 ４－３

〇住宅用太陽光発電設備等の導入支援、ZEHの導入支援
●PPA活用等による再エネの導入拡大

〇さいたま再エネプロジェクトの推進
●エネルギーの地産地消の推進（公共施設における廃棄物発電の活用）

●ゼロカーボンドライブ（再エネ×EV等）の推進
〇廃棄物焼却施設等の⾧寿命化・省CO2化

●デジタル技術を活用したまちづくりの推進
〇データ利活用型スマートシティの構築（スマートシティさいたまモデルの推進）
〇スマートシティに向けたモビリティサービスの充実

〇省エネ機器（コジェネ等）の普及促進と価値の創出
〇環境負荷低減計画制度の推進
〇食品ロス削減の推進、プラスチックの資源循環に向けた協働

●ソーラーシェアリング（農地での太陽光利用）の普及拡大
〇水と緑のエコロジカル・ネットワークの形成

●都市間連携による分野横断的な取組の推進、森林吸収源等によるカーボンオフセットの活用
〇公民ネットワークを活用した環境教育活動の推進、産学官連携によるSDGs教室の推進

〇カーボンリサイクル技術の活用
〇ESG投資促進に向けた連携



新たなエネルギー利活用スキーム
１ ＰＰＡ活用等による再エネの導入拡大

・ＰＰＡモデルやリース契約による初期投資ゼロでの太陽光発電設備の導入
・定置型充電池やＥＶ等との組み合わせによる再エネ利用率の拡大

推進戦略（素案）の概要 ５－１

PPA事業者

さいたま市

家庭・
事業所等

PPA事業者との連携、
発電設備等の設置支援

PPA事業を活用した太陽光発
電設備等の導入

設置・維持管理

設置・維持管理

電気料金の支
払い

公共施設

自家消費

設置支援連携
自家消費

※Power Purchase Agreement
（電力購入契約）の略称。発電
事業者が所有する太陽光発電設
備を電気料金を支払う形で利用
するサービス

（スキーム例）



新たなエネルギー利活用スキーム
２ エネルギーの地産地消の推進（公共施設における廃棄物発電の活用等）

・廃棄物焼却施設で発電した電力を既存の系統線を活用し、公共施設等へ
間接的に電気を供給（自己託送制度の活用）

・公共施設の電力使用に伴う二酸化炭素排出量や電気料金を削減

推進戦略（素案）の概要 ５－２



推進戦略（素案）の概要 ５－３
新たなエネルギー利活用スキーム
３ ソーラーシェアリング（農地での太陽光利用）の普及拡大

・営農を継続しながら太陽光発電を行う取組
・地図情報やＤＸ技術を活用し、導入状況の把握に活用

営農者等

・ソーラーシェアリング導入支援
・民間と連携した支援サービスの提供

導入支援

申請

連携

さいたま市

支援サービスの紹介

民間事業者
各種手続き・設備設置工事等の支援

サービス料支払

自家消費
又は売電

営農を継続
しながら発電

（スキーム例）



推進戦略（素案）の概要 ５－４
新たなエネルギー利活用スキーム

４ ゼロカーボンドライブ（再エネ×EV等）の推進
・移動の脱炭素化を推進
・太陽光発電設備やEV 等を組み合わせたエネルギーマネジメントの実施

５ デジタル技術を活用したまちづくりの推進
・公民連携により、デジタル技術を活用した省エネ行動を促進
・地域のエネルギー使用状況を見える化

６ 都市間連携による分野横断的な取組の推進
・都市間・地域間連携により、再エネの導入やカーボンオフセット

に向けた連携を推進



推進戦略（素案）の概要 ５－５

DX: Digital Transformation, GX: Green Transformation

2050年将来イメージ

DX:
データの活用

レジリエンス：
防災力の強化

• 停電時や緊急時の電力供給
• 停電後の回復力向上

• 災害時、一つの街区
のエネルギーライフライ
ンが断たれている場合、
他の街区から融通

GX：
再エネ化・電化・CCU

公共発電電力
を公共施設へ

2

3公共施設におけ
るVPP等の活用

4 東日本へ波及

1 公共施設の
CN化

公共施設

公共施設の脱炭素化

公共発電（再エネ）

再エネ発電

食品ロス削減

蓄電池の活用

AI・IoT等

水素自動車

電気自動車

バーチャルパワープラント

ネットゼロエネルギービル

ネットゼロエネルギーハウス

CO2有効利用

図書館

学校

大学

大宮駅周辺

公共施設

サーマル
エネルギーセンター

メタン製造所
温室農業

CO2吸収

学官連携

リユース蓄電池

PETボトル
リサイクル

地域外から
再エネ供給

ソーラー
シェアリング

先行モデル地区

デ
ー
タ
の
活
用

デ
ー
タ
の
活
用

デ
ー
タ
の
活
用

スマートシティ

AI・IoTMaas VPP・DER



推進戦略（素案）の概要 ６
推進体制

さいたま市ゼロカーボンシティ共創推進プラットフォーム

さいたま市 環境審議会

意見 報告

（学識・国・企業・金融）

具体的事業の推進

技術的検討・支援（エネルギー会社等）

エネルギー地産地消スキームの検討、脱炭素化促進モデルの検討、次世代技術活用の検討



推進戦略（素案）の概要 ７
進行管理

Ｒ３ ＰＬＡＮ（計画） 区域施策編の策定
Ｒ４ ＤＯ（実行） 市・市民・事業者が一体となって施策・重点事業を実行
Ｒ７ ＣＨＥＣＫ（評価） 取組の推進状況や結果を評価し、計画全体を総括
Ｒ７ ＡＣＴＩＯＮ（行動） 評価結果に基づき、計画の中間見直しを実施

具体的事業の推進（毎年）

各主体が一体となって
施策・重点事業を実行

取組の効果・指標に
従って評価

政治・環境・経済・社会の状況に応じ
て取組・重点事業の方向性を見直し

見定めた方向性に従って、取組・
重点事業の内容を見直し

Action 行動

Orient 方向性の確認Observe 観察

Decide 意思決定



推進戦略（素案）の概要 ８
主な指標

主な項目 基本的施策との対応

市域の再生可能エネルギー等の発電量
（熱供給量含む）

① 再生可能エネルギー等の地産地消
② 民間力を活用した再生可能エネルギー

等の普及拡大
③ 脱炭素化とレジリエンス強化の両立

公共施設における電力消費に伴う二酸化炭素排出量
① 再生可能エネルギー等の地産地消
（公共施設の脱炭素化）

産業部門、業務部門の再生可能エネルギー等の導入量 ⑦ 公民学共創に向けたパートナーづくり

都市間連携・公民学共創による取組の事業数
④ 資源循環による脱炭素化の推進
⑤ グリーンインフラの推進
⑥ 都市間連携による脱炭素化の推進



今後のスケジュール

令和３年１２月 戦略会議 附議

令和４年 ２月 議会報告、パブリックコメントの実施、修正

令和４年 ３月 策定

令和４年 ４月 公表・施行


